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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗：改善　↘：悪化　→：変化なし　―：数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位：千円、人）

％

％

人

県内看護師等学校養成所新卒

者県内就業率（取得した資格

を用いて就職した者）

病院に勤務する常勤看護職員

の離職率

ナースバンク事業による就業者数

79.3

8.8

131

82.5

9.3

191

80.2

8.6

126

↘

↗

↘

県内看護師等学校養成所新卒者の県内就業の促進のため、令

和５年度実績値以上を目標値として設定する。

看護職員の離職を防止するため、令和5年度実績値以下を目標

値として設定する。

看護職員の再就業の促進のため、令和5年度実績値以上を目

標値として設定する。

①

②

③

未達成

達成

未達成

82.5

9.3

191

↗

↗

↘

単位

人 31,203

年／

年度 数値

達成

状況
目標値設定理由

達成目標

（☆印が付いているものは主要目標）

就業看護職員数

実績 実績 推移

No. 施策分野（施策の総合的展開名）
目標

年／

年度 数値

2026

(R8)
31,609

年／

年度 数値

2024

(R6)
31,304

直近３か年の状況
年／

年度 数値

2022

(R4)

2020

(R2)
30,521

課・室 医師・看護人材確保対策課

実施期間 S34 ～

R7年度

実績 推移

③再就業支援

単位
R5年度 R6年度

No. 指標名
R7年度

目標値

充実した医療・介護提供体制の構築1-5②

事業番号 05 03 02 事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

・長野県総合5か年計画中の2026年就業看護職員目標数に対して、2022年末時点で400人以上下回っている。

・高齢化の進展による在宅医療のニーズ増加に伴い、訪問看護への需要が高まっている。

誰もが安心して適切な医療・介護サービスを受けられるようにするため、看護職員の新規養成、資質向上・離職防止、再就業促進に

取り組み、安定的な確保を図る。

①新規養成

・潜在看護職や転職を希望する看護職員の再就業を促進するため、県ナースセンターにおいてナースバンク事業による就職斡旋、再就

業相談や研修を実施

・看護師等養成所における教育条件の改善及び適正化を図るため、運営費に対して支援（学生確保の取組に対する加算の継続

　及び定着促進の取組に対する加算を追加）

・看護職員の養成及び中小医療機関等における看護職員の確保を図るため、看護学生に看護職員修学資金を貸与

・県内の看護職員の安定的な養成のため、県看護大学及び須坂看護専門学校を運営（県看護大でWi-Fiや学習支援システムの

　導入など教育ICT環境を整備）

・ユニバーサルデザインを推進するため、県看護大学のトイレ洋式化工事を実施

②資質向上・離職防止

・看護職員等の勤務環境改善を推進するため、院内保育所の運営や働きやすい環境整備の取組に対して支援

・訪問看護事業所への支援体制強化や訪問看護に携わる看護職員への研修を実施

・新人看護職員の資質向上及び離職防止のため、研修の開催を支援

・経済状況の変化等に対応するため、訪問看護ステーションにおける物価を上回る賃上げの実現を支援

E-mail ishikango pref.nagano.lg.jp
事　業　名 看護職員確保対策事業

部局 健康福祉部

22,130 869,741 49,419 941,290 319,122 797,391 91.5

91.5

R6年度 158,000 860,723 △ 98,716 920,007 314,174 853,580 91.5

R5年度 0 961,013 △ 70,331 890,682 285,530 671,759

R7年度

区分
予算額

決算額 職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等

合計

（予算現額） うち一般財源



７　主な取組実績と成果

８　成果指標の達成状況に関する要因分析

９　今後の事業の方向性

事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

事　業　名 看護職員確保対策事業 部局

↗ R7年度推移 ↗

少子化の影響などによる定員充足率の低下を背景に、県内出身者が多く県内就業率も高い専門学校における入学定員の縮小や閉

校が続いたことで目標値の達成には至らなかったが、前年度から比べると0.9％改善した。

健康福祉部 課・室 医師・看護人材確保対策課

・潜在看護職や転職を希望する看護職員の再就業を促進するため、県ナースセンターにおいて再就職支援研修会を51回開催し、58

名(３月末時点）が再就職に繋がった。

・対面形式での看護学生向け就職ガイダンスを開催し131名の参加があり、新規人材の確保が困難になりつつある中小の医療機関等

と県内外の看護学生が対話をする機会を設けたことにより、就業を促すきっかけを作ることができた。

○以上の取組等により、県内就業看護職員数は近年着実に増加している（2024年末現在31,304人）。

・看護職員や女性医師等が働きやすい環境の整備を促すため院内保育所33施設の運営費を補助し、離職防止及び潜在看護師の

再就業促進に寄与した。

・将来の県内医療を担う新人看護職員の資質向上を図るため、44病院における指導体制の構築や新人研修に対して補助した。

・訪問看護専門研修を15回開催し、延べ523名の参加があり、訪問看護に携わる看護職員の資質向上を図ることができた。

・訪問看護ステーションにおける物価を上回る賃上げ支援については、翌年度に繰越し実施する。

事業番号 05 03 02

③再就業支援

県内看護師等学校養成所新卒者県内就業率（取得した資

格を用いて就職した者）
R6年度推移 ↘ R7年度推移 ↗ 達成状況 未達成

達成状況 達成

未達成

院内保育所の運営費に対する補助や医療従事者が働きやすい環境整備に対する支援などの効果もあり、病院内の勤務環境の改善

が図られたことにより、目標値を上回ったと考えられる。

人口構造の変化（生産年齢人口の減少）等による求職者数の減少、職選びに対する意識の変化等に伴い、就業者数も減少したと

考えられる。また、有料職業紹介所等の増加に伴い相談先が分散したことも、ナースバンクへの登録者数の減少に繋がっていると考えら

れる。

病院に勤務する常勤看護職員の離職率 R6年度推移

(1) 上記７、８及び県民の意見等を踏まえた課題

・新卒者の県内就業率向上のためのさらなる取組が必要である。

・高齢化の進展による在宅医療のニーズの増加に伴い、訪問看護師や特定行為を行える看護師の確保と質の向上に取り組む必要が

ある。

・潜在看護職のさらなる掘り起こしと、就業支援の強化が必要である。

(2) 事業改善の方策

○県内就業看護職員の着実な増加につなげるため、次の取組を重点的に実施

・県内就業率の向上のため、看護学生向け就職ガイダンスの効果的な開催方法や時期について引き続き検討するとともに、看護師等

学校養成所連絡会において周知を図る。

・在宅医療を担う訪問看護職員の確保のため、訪問看護支援研修会を開催する。

・看護職員の資質向上を促進するため、特定行為研修や認定看護師教育課程の受講への支援の充実を図る。

・ナースバンク事業の認知度を上げるため、WEB媒体等を活用した新たな広報を実施する。

・潜在看護職の就業支援を強化するため、交流会や再就業促進研修会を開催する。

指標 ①

指標

指標

②

③ ナースバンク事業による就業者数 R6年度推移 ↘ R7年度推移 ↘ 達成状況

①新規養成

・看護師等養成所運営費補助金を8校10課程に対して交付し、養成所の安定した運営と教育条件の改善及び適正化に寄与した。

・将来の地域医療を担う看護人材の確保を図るため、看護職員修学資金を149名（新規65名、継続84名）に貸与した。

・県内の看護職員の安定的な養成のため、県看護大学及び須坂看護専門学校の運営を行った（在学生375名・在校生153名　計

528名）。

・県看護大学において、Wi-Fi整備や学習支援システムの運用を開始し、教育ICT環境の充実を図った。

・県看護大学のトイレ洋式化工事については、翌年度に繰越し実施する。

②資質向上・離職防止



新人看護職員の資質向上を図るため、新人研修を実施する病院の指導体制の構

築や研修に係る経費を補助補助金

補助事業者33者・補助対象44施設

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

事　業　名 看護職員確保対策事業

1 病院内保育所運営費補助金 補助金

看護職員、女性医師等の働きやすい環境を整備し、離職防止及び潜在看護師の

再就業を促進するため、院内保育所の運営費を補助

補助事業者23者・33施設

看護学生等実習指導者養成講習会

准看護師試験

実施方法

細事業

No.
細事業名

2 資質向上・離職防止に関する事業

委託

効果的な実習指導ができる知識・技術を習得した実習指導者の養成・確保を図る

ため、講習会を開催

修了者数51名

補助金

委託

7

R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

119,443 165,622

事業番号 05 03 02 細事業一覧（令和７年度実施事業分）

直接

R5年度

決算額

645,354496,121506,499

千円千円千円

細事業を構成する主な取組

看護師等養成所運営費補助金

□当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

6

1

細事業

No.

R7年度

決算額

R6年度

決算額
細事業名

新規養成に関する事業

No.

1

部局 健康福祉部 課・室 医師・看護人材確保対策課

令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

・教育条件の改善及び適正化を図り、新規養成の面から看護職員の確保を図るた

め、看護師等養成所の運営に必要な経費を補助

・看護職員の確保に向け、学生確保の取組に対する加算の継続及び定着促進の

取組に対する加算を追加

補助事業者８校・10課程（3年課程6、２年課程1、准看護師課程3）

千円

・医療、行政、看護師等学校養成所等の関係者による連絡協議会を開催

・看護職員の離職防止を図る系統的な研修や看護教員の資質向上を図る継続研

修を開催

116,543

千円

2 看護師等養成所施設整備事業

教育環境の充実と看護職員確保のために実施する、看護師等養成所の施設整備

に要する経費を補助補助金

補助事業者１施設

5 長野県看護大学運営費

・県看護大学の運営

・学習環境の充実と大学運営の効率化を図るため、Wi-Fiや学習支援システムの導

入など教育ICT環境を整備

・ユニバーサルデザインを推進するため、トイレの様式化工事を実施

直接

令和７年度在学生375名　洋式化トイレ数０台（翌年度に繰越実施）

3 看護職員修学資金貸与事業

直接 看護職員の確保が困難な中小規模病院や診療所等を支援するため、看護学生に

対し、一定期間の勤務など所定の要件を満たした場合に返済を免除する修学資金

を貸与委託

修学資金貸与予定者　149名（新規65名、継続84名）

4 須坂看護専門学校運営費
須坂看護専門学校（３年課程４年制）の運営

直接

令和７年度在校生153名

准看護師試験の実施及び准看護師試験委員会の開催

准看護師試験の実施1回、准看護師試験委員会の開催2回

千円

No.

2 看護人材育成推進事業 直接

看護部長等会議の開催（２会場）、看護人材育成連絡会（１回）

3
新人看護職員研修指導体制整備事

業



1
外国人看護師候補者就労研修支援

事業
補助金

経済連携協定に基づき入国する外国人看護師候補者の適正な受入を図るため、

受入施設の研修に係る経費を補助

補助事業者１者

補助事業者３者・３施設、受講者３名

新興感染症へ備えた医療体制の確保のため、感染管理認定看護師教育課程の

受講に必要な経費を補助

細事業

No.
細事業名

長野県ナースセンター運営事業

潜在看護職の再就業促進、看護職員の離職防止及び学生等を含む一般県民へ

の「看護の心」の普及を通じ、看護職員確保の充実を図るため、県ナースセンターを

運営委託

再就職支援研修会の開催51回、看護学生向け就職ガイダンスの開催1回

No. 細事業を構成する主な取組

・正常産の進行管理を自ら行うことができるとともに、スキルアップを図るための研修会

を開催

・助産師の偏在是正、助産実践能力の強化支援のため、助産師出向支援協議会

を設置

研修会の開催8回、協議会の開催2回

保健師の地域保健活動において、経験年数に応じて必要となる知識・技術を体系

的に習得する研修会を開催

管理期保健師研修会の開催1回、保健所管内保健師研修会の開催10か所

検討会の開催10か所

困難な問題を抱える在宅療養者に適切なサービスを提供できるシステムを構築する

ため、保健所単位で検討会を開催

4

実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

細事業

No.
細事業名

3 再就業促進に関する事業

11 保健師専門研修事業 直接

新人看護職員研修事業 補助金

・新人看護職員が少ない病院の看護職員を対象とした集合研修開催経費を補助

・病院等の研修責任者が実用的な能力を習得するための研修経費を補助

補助事業者1者

看護補助者の活用・質の向上により、看護サービス全体を向上させるため、看護管

理者向けの研修会を開催

受講者136名 

県内訪問看護事業所を支援する相談窓口機能の体制強化や訪問看護に携わる

看護職の資質向上を図るため専門研修を実施

補助事業者14者・　18施設、受講者36名

・県内の在宅医療の推進を図るため、特定行為研修の受講に係る経費を補助

医療機関の病床機能転換に伴い、必要となる看護技術習得に要する経費を補助

補助事業者０者（申請取下げ）

No.

4

1

その他看護職員確保関連事業

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

7 特定行為研修受講支援事業 補助金

8
病床機能転換に係る看護体制強化

事業
補助金

12 在宅ケア対策事業 直接

検討会の開催3回、研修会の開催15回

13
医療機関賃上げ・物価上昇対応支

援事業

経済状況の変化に対応するため、訪問看護ステーションにおける物価を上回る賃上

げの実現を支援交付金

補助事業者0者（翌年度に繰越実施）

R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

34,225 34,225 34,829

千円 千円 千円

R5年度

決算額

R6年度

決算額

R7年度

決算額

11,592 157,612 665

千円 千円 千円

9 感染管理認定看護師養成支援事業 補助金

10 助産師支援研修・活用推進事業 委託

5 看護補助者活用推進研修事業 委託

6 訪問看護支援事業 委託


